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前回は、津波犠牲者数を左右する二つの要因(加

害力要因、対応力要因)のうち、加害力要因につい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て解説しました。今回は、対応力要因のソフト的

対応力(表 1 の網掛け部分)について解説します。 

地域防災実戦ノウハウ(70) 

―東日本大震災における教訓と課題 その 3― 
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（元消防科学総合センター研究開発部長）
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1.行政機関等の対応力 

 

(1)津波警報の迅速性、精度 

地震発生時刻の 14時 46分から 15時 30分(「予

想される津波の高さ」が最大となった時刻)までの

問、津波警報は表 2 の経過をたどりました(岩手、

宮城、福島関連のみ記しました)。 

表 2 のように、津波警報は地震発生から 3 分後

に発表されました。気象庁は長年にわたって津波

警報発表のスピード化を追求してきましたが、「3

分」は技術的限界に近く、その意味では津波警報

の発表のタイミングそのものは非難されるべきも

のではありません。 

しかし、津波警報第 1 報で発表された「予想さ

れる津波の高さ」が実際の津波の高さ(表 3 参照) 

を過小評価していた(※1)ことが、被災地の地震・

津波被害、停電等で津波警報更新報が自治体や住

民に伝わらなかったこととあいまって津波犠牲者

の拡大につながった要因の一つとされています。 

例えば、「津波警報(第 1 報)を伝えた防災行政無

線(※2)などで津波の予想高さは 3m(岩手県沿岸)

と言っていたから、この土地や建物の高さであれ

ば大丈夫だろう」といった判断から行動し、少な

くない人が津波の犠牲になったとの報道がありま

す(※3)。 

気象庁ではこれらの問題等の指摘を受けて、「津

波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する提

言(案)」(津波警報の発表基準等と情報文のあり方

に関する検討会、2011 年 12 月)で今後の改善方向

を示しています。 
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(2)津波警報や避難の勧告・指示の即時一斉伝達能

力 

①市町村は津波警報や避難の勧告・指示をどの

ように伝達したか津波警報に限らず災害発

生の危険があるときは、警報や避難の勧告・

指示を関係地域住民に迅速に伝達する必要

があります。 

14 時 49 分の津波警報(第 1 報)及び 15 時

14 分の津波警報更新報を受けて、岩手県及

び宮城県沿岸市町村は、住民に対し表 4、5

にみられるような手段で避難指示等の伝達

を行っています。県別にみると以下のような

結果になっています。 

ア岩手県沿岸市町村 

岩手県沿岸市町村が用いた伝達手段を

多い順に示すと、「消防団による広報」(第

1 報:12/12、更新報:11/12)、「防災行政無線

(屋外拡声器)」(11/12、11/12)、「防災行政無

線(戸別受信機)」(10/12、10/12)、「広報車」

(7/12、6/12)となっており、「消防団による

広報」、「防災行政無線(同報系)」が特に高率

であることがわかります。 

ちなみに、岩手県沿岸市町村の防災行政

無線(同報系)の整備率は 100%(12/12)です

(表 6)が、整備済み市町村の 92%(11/12)が

防災行政無線(屋外拡声器)で 14 時 19 分及

び 15 時 14 分の津波警報(第 1 報、更新報)

を伝達したことがわかります。 

なお、(1)で「津波警報(第 1 報)を伝えた

防災行政無線(同報系)などで津波の予想高

さは 3m(岩手県沿岸)と言っていたから…」

と書きましたが、表 4 からは、実際に防災

行政無線(同報系)を用いて「予想される津

波の高さ」を放送した市町村は 1～2 割程

度であることがわかります。 

イ宮城県沿岸市町村 

宮城県沿岸市町村が用いた伝達手段を

多い順に示すと、「消防団による広報」

(第 1 報:15/15、更新報:15/15)、防災行

政無線(屋外拡声器)(13/15、12/15)、「広

報車」(11/15、11/15)、防災行政無線(戸

別受信機)(8/15、7/15)となっています。

岩手県沿岸市町村と同様、「消防団によ

る広報」、「防災行政無線(屋外拡声器)」

が特に高率となっています。 

ちなみに、宮城県沿岸市町村の防災行

政無線(同報系)の整備率は 87%(13/15)

です (表 6)が、整備済み市町村の

100%(13/13)が 14 時 49 分の津波警報

(第 1 報)を、92%(12/13)が 15 時 14 分

の津波警報(更新報)を防災行政無線(屋

外拡声器)を用いて伝達しています。 

その他、「FM 放送、ケーブルテレビ」、

「一斉メール」を用いた市町村もあり

ます。 

なお、防災行政無線(同報系)を用い

て「予想される津波の高さ」を放送し

た沿岸市町村は整備済み市町村の 4～

5 割程度となっています。 

 

以上をまとめると、沿岸市町村の避難指示

等の住民への伝達手段は、岩手県と宮城県とで

大きな相違はなく、概ね以下のような状況がう

かがえます。 

○いずれの県でも「消防団による広報」が最

も多く、全市町村で実施している 

○「消防団による広報」に次いで「防災行政

無線(同報系)」による広報が多く、整備済

み市町村に限るとほぼ 100%(津波警報第

1 報:24/25、津波警報更新報:23/25)の市町

村で実施している。このように、その後の

トラブルはあった(表 7)にせよ、少なくと

も 15 時 14 分の津波警報更新報のころま

ではほとんどの防災行政無線(同報系)が

ほぼ正常に機能していたものと推測され

る 15時 14分の津波警報更新報のころも、
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ほぼ 100%(26/27)の市町村で「消防団によ

る広報」、63%(17/27)で「広報車」により

避難指示等を行っていたという事実は、表

3 の津波最大波の到達時刻を考えると極

めて危険な状況下での活動であったこと

を示している 

②住民は津波警報や避難の勧告・指示をどのよ

うに受け取ったか 

1 で述べたように、津波警報の発表を

受け、多くの沿岸市町村では伝達手段

を動員して津波警報の伝達や住民への

避難等の呼びかけを行いました。それ

では、それらは住民にはどのように伝

わったのでしょうか? 

 

岩手県及び宮城県の沿岸地域住民を対

象に避難所・仮設住宅等において面接方式

で行った調査によれば、「避難するまでの

問に津波情報や避難の呼びかけなどを見

聞きしましたか」との質問への回答として

「見聞きした」、「見聞きしていない」とが

相半ばしています(表 8)。 

見聞きした内容で最も多いのは、「大津

波の津波警報」、以下、「避難の呼びかけ」、

僅差で「予想される津波の高さ」となって

います(表 9)。 

「大津波の津波警報」の入手手段は、「防

災行政無線」が突出して多く、以下、「ラ

ジオ」、「消防の車や人から」となっていま 
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す(表 10)。また、「避難の呼びかけ」の入

手手段は、やはり「防災行政無線」が顕著

に多く、次いで「消防の車や人から」、「ラ

ジオ」、「家族や近所の人」となっています

(表 11)。 

これらのことから、「大津波の津波警報」、

「避難の呼びかけ」などの重要情報の入手

手段には、以下の傾向があることが読み取

れます。 

 

○入手手段としては、「防災行政無線(同報

系)」が特に多く、整備率の高い岩手県で

はその傾向が顕著である 

○「ラジオ」は、「大津波の津波警報」及

び「避難の呼びかけ」のいずれにおいて

も入手手段として一定の割合を占めて

いる 

○「消防の車や人」は、「避難の呼びかけ」

の入手手段としての比率が大きい 
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③まとめ 

○「消防団による広報」、「広報車」は、時間

的に余裕のある場合はともかく、日本近海

で発生する津波は襲来も早いことから適切

な手段とはいえません。東日本大震災では、

広報活動のみならず、水門閉鎖活動、避難誘

導、災害時要援護者の避難介助活動等に従

事した多くの消防団員が犠牲になりました

(※4)。 

○上記の理由から、「防災行政無線(同報系)」、 

「(コミュニティ)FM 放送、ケーブルテレ・

ビ」、「一斉メール」などの一斉即時伝達が可

能な手段の役割は大きいといえます。特に、

整備率の高さ(表 6)、伝達範囲の広さ、信頼

性の高さ(15 時 14 分の津波警報更新報のこ

ろまではほとんどの防災行政無線(同報系)

がほぼ正常に機能していた)等の点から、現

時点では防災行政無線(同報系)が最も重要

な伝達手段と考えられます。 

○「(コミュニティ)FM 放送、ケーブルテレ 
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ビ」の場合、(コミュニティ)FM 放送やケー

ブルテレビ放送の設備・体制が耐災性を有

し、かつ普及率が十分に高い場合、防災行政

無線(同報系)の代替あるいは補完するもの

として期待できそうです。 

○携帯電話のメールアドレ・スを登録した住

民へのメール配信方式も最近は各地の自治

体で採用されてきていますが、登録者は現

時点では防災意識の高い住民に限られてい

るところが多いように思われます。また、停

電時や輻鞍時の有効性をどのように担保す

るかも今後の検討課題といえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1:予想される津波の高さは、地震が放出したエネルギー

の大きさを示す「マグニチュード」をもとに算定され

ます。マグニチュードには、放出エネルギーの算出方

式の違いにより複数の種類が存在します。日本では、

東日本大震災(2011 年東北地方太平洋沖地震)より前

の地震は気象庁方式のマグニチュード(気象庁マグニ

チュード:Mj)で表示されていますが、超巨大地震とな

った東北地方太平洋沖地震は放出エネルギーをより

正確に表わせるモーメントマグニチュード(Mw)表

示が採用されました。 

気象庁マグニチュード(Mj)は発震後短時間で得られ

るため、その分、津波警報を早く発表できます。し

かし、マグニチュードが 8 を超えるような巨大地震

の場合、気象庁マグニチュード(Mj)では地震の規模

を正確に反映できない(過小評価になる)という弱点

があります。この理由により、津波警報第 1 報の「予

想される津波の高さ」が過小評価に陥りました。 

現在、気象庁ではこれらの問題を解決するべく検討

を行っています。 
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※2:正式名称は「市町村防災行政無線(同報系)」です。なお、

引用したアンケート調査の選択肢の表記をそのまま

用いる場合は、「防災行政無線(屋外拡声器)」、「防災

行政無線(戸別受信機)」、「防災行政無線」といった表

記を使用しますが、それ以外は原則として「防災行政

無線(同報系)」と表記とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※3:「『津波は 3 メートル』…その後放送できず被害拡大

釜石」、朝日新聞、2011 年 4 月 20 日 

※4:「東日本大震災における消防団員の死者・行方不明者

及び犠牲となった事例」(平成 23 年 11 月 25 日消防

庁「東日本大震災を踏まえた大規模災害時における

消防団活動のあり方等に関する検討会」第 1 回会合

資料 6)によれば、東日本大震災における消防団員の

死者・行方不明者は 254 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


